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審査要旨 
 本論文は、院政期に成立した中世の土地制度である荘園公領制の形成と国家との関係を
明らかにしたものである。その際、国家仏教の中枢にあった東大寺の財政に視点を定めて 
中世国家の形成を解明した。序章「日本中世の権門と荘園公領制」において、本論文の視
点を示したあと７章にわたって詳述し、付論と終章がつけられて全体を結んでいる。論文
としての完結性がよく保たれているといえよう。 
 第１章「院政期における有封寺社と国家～封戸制の再検討を通じて～」は、古代国家が
寺院に行っていた封戸制度の行き詰まりの中で、１１世紀末の国家財政構造の転換がどの
ように行われたかを分析したものである。国家が寺社の財源を確保するため、「便補保」
の設定によってこれを行ったことを見出し、これによって封戸を受けていた寺社は中世権
門としての骨格を整えていった過程を示した。財源を保護・調整して行こうとする朝廷の
政策によって有力な寺社が中世の権門へと転化して行く過程を明らかにしたものである。
第２章「権門寺領荘園の形成過程と国衙～伊賀国玉滝荘を題材に～」は、伊賀国玉滝荘を
個別に検証しながら荘園領主の動向と国衙の荘園対策について検討したもので、１２世紀
半ばに知行国主によって行われた国検が中世荘園の確立の画期となったことを指摘し、権
門と国衙の財政の均衡を図るために立荘・収公の手続きが進められていったことを明らか
にしている。第３章「十一世紀の国衙領における権門負田の展開～黒田荘を題材に～」では、
１１世紀に伊賀国黒田荘に属する東大寺杣工の負田が拡大し、それに対する国衙の対応を分
析する。荘園整理令が発布されたのを機会に、国衙は東大寺に負担すべき国家的給付の枠組み
を定数化したが、国衙領民の東大寺寄人化がさらに進み、国衙は拡大した東大寺領を事実上公
認する措置をとった。論者はこのような状況を、国衙領経営が東大寺に委託され、財政的にも依存
していたものとみる。第４章「権門負田の再編と中世荘園の形成～雑役免荘園を題材に～」では、
１２世紀に入り、多くの雑役免荘園では、国家的給付の限度額（本免田）を基準として、所領の認定
の基準が厳密になっていくことを明らかにしている。以上、この章までの特徴をみると、従来農民に
よる権門への寄人化の現象によってその所領が無秩序に拡大していったと捉えられていたのに対
し、常にそこには国政のコントロールが存在し、荘園制が無秩序に広がっていったものではないこ
とを明らかにしている。則ち農民の行動と荘園領主の姿勢は、国衙と敵対しているように見える場
合でも、そこには常に協調の姿があり、国政がそれを規制し、保証するものであったことを実証的に
示した。古代末期および中世成立期とよばれる時代にあって、国家の財政政策をきめ細かく
検討し、一見無秩序にみえるこの時代に、国政およびそれを支えた地方国衙の政策の網の
目が展開していることを明らかにした点は大きな成果であるといえよう。 
 以上第４章までは、国政的な視点から荘園公領制の展開を分析したものであるが、第５
 
 章「荘園公領制の展開と在地領主の形成～私領主から在地領主へ～」では、前章までの国
政的な視点を大きく変え、荘園公領制の成立期を支えた私領主の在地領主への転化の問題
を扱う。紀伊国木本荘における村上源氏源有政の活動を通して具体的な私領主のあり方を
見る。彼は都鄙間ネットワークに立脚して現地住人層を掌握しながら自らの経営構造を確
立し、私領経営を展開させており、荘園領主は現地を支配する源有政のような私領主をど
のように掌握していくかが課題であり、経営の安定化に現地での合意形成が重要な要素と
なっていることを明らかにしている。続いて第６章「荘園公領制成立期における地域秩序
の再編と在地領主～伊賀国における伊勢平氏の活動を題材に～」では、伊賀国における平
正盛の私領形成から展開して、伊勢平氏が１１世紀末以降に院政政権や国衙との密接な繋
がりのもと王家領荘園を立荘させ、その経営に携わり、交通の要衝や流通拠点の掌握、国
衙領経営の請負、国家事業への関与など幅広い活動を行っていたことを述べる。このよう
に在地領主への足場を固めるためには、荘園公領制下に固有な地域秩序の形成を必要とし
たことを明らかにし、さらにこの第６章には付論「常陸国府中の中世的展開と大掾氏」を
設けて、常陸国の地域秩序の形成を例として東国の場合をモデル化している。 
 第７章では、「有封寺社の財源再編と荘園公領制の形成～中世権門の財源確立にむけて
～」として前章までの論点を総合的に整理して、中世権門の財源の確立過程を明らかにす
るという視点を提示する。１１世紀末から保元新制前後までに行われた寺領荘園の再編は、
いずれも寺家運営に必要な旧規の用途を補償するかたちで、国政レベルと国衙レベルの二
つの監査を経て中世権門の財源として生まれ変わったものであることを明らかにしている。 
 以上、本論文においては、院政期からの荘園公領制の展開は、中世国家を構成する権門
の財源確立過程と重なるものであり、そこにおいては国家政策と国衙・地域社会の動きが
すべて連動するものであることを明らかにした。これは従来の研究が、律令政治と国家財
政の崩壊過程として捉えられがちであった院政期の研究を大きく前進させるものである。
これらをなし得た本論文は、博士（文学）の学位を授与するに値するものである。 
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